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本研究は，フルタイム共働き夫婦の家事分担に影響を与える物理的・意識的要因を明らかにするとともに，共働き
をしながらも家事分担には抵抗を感じる夫の意識とさまざまな性役割意識との関連を明らかにする。分析には，２００５
年に行った共働きの夫婦調査を用い，そのうち，１８歳未満の子どもを持つフルタイムの共働き夫婦を対象とした。主
な結果は以下のとおりである。妻の年収が高いほど，夫の通勤・勤務の合計時間が短いほど，夫の家事分担度が高い
ことが明らかとなった。さらに，夫が家事を行うことに対する抵抗感について，夫が抵抗感を持っている場合も，妻
が持っている場合もともに，夫の家事分担度が低い傾向にある。また，夫が家事をすることに抵抗を感じるという性
役割意識は，女性への母親役割，妻役割を期待する意識と強く関連していることが明らかとなった。

This study examines the factors concerning the division of housework between couples and the husband’s gen-
der role attitudes. I studied８９５full-time dual-earner couples with children under eighteen years old from a２００５
survey of dual-earner couples. This study shows that wives’high income is positively related to the husband’s role
in doing housework. Husbands’long working hours are negatively related to the husband’s role in doing house-
work. In cases involving couples who think husbands must not cook or do the laundry, these cases are also nega-
tively related to the husband’s role in doing housework. The husband’s gender role attitude that men must not
cook or do the laundry is positively related to the husband’s positive attitudes toward the mother’s role and wife’s
role.

キーワード：共働き夫婦（dual-earner couple） 家事分担（division of housework）
性役割意識（gender role attitude）

１．問題設定

男女共同参画社会の実現のためには，社会での女性の
活躍の促進と同時に，男性の家事参加の促進を図ること
も重要な課題である。総務省も２００８年６月に，男女共同
参画週間にちなんで，２００６年の社会生活基本調査結果を
用いて，夫と妻の家事時間に大きな差があることを指摘
した。末子３歳未満の夫婦共働き核家族世帯において，
妻の土日を含む週平均家事時間が３時間４分であるのに
対し，夫の家事時間がわずか３０分に過ぎないこと，また
育児時間は妻が２時間４９分に対し，夫は４３分に過ぎない
こと，仕事と家事・育児の合計時間は夫９時間５８分に対
し，妻が１０時間１５分となり，妻が１７分長くなっているこ
とを指摘している（総務省，２００８）。共働き夫婦の家事
分担の不均衡は，夫と妻の労働時間の差による影響もあ
るが，それに加え，意識面の影響も大きいと思われる。
そこで，本稿は，１８歳未満の子を持つフルタイムの共

働き夫婦を対象に，夫婦の家事分担に影響を与える物理
的・意識的要因を明らかにする。さらに，共働きをしな
がらも家事参加には抵抗を感じる夫の意識について，さ

まざまな性役割意識とともに収入や労働時間との関係を
検討する。

２．理論と仮説

夫婦の家事・育児分担に影響する要因については，稲
葉（１９９８）が１９９５年のSSM調査研究会の報告書で整理
しており，その整理がその後の研究に広く用いられてい
る。稲葉によれば，アメリカを中心とした先行研究から
家事分担のパターンを説明する理論は３つに大別される。
まず，学歴差や所得差が少なくなるほど家事分担が平等
化するという相対的資源仮説である。次に，時間的制約
の少ない方が家事を行うという時間的制約仮説である。
３つ目は性別役割分業規範を強く支持している場合は男
性の家事参加が低いという性役割イデオロギー仮説であ
る。稲葉はこれらの仮説に次の３つの仮説を追加してい
る。まず，家事・育児のニーズそれ自体が大きければ男
性の参加が高まるというニーズ仮説である。次に，世帯
内外で夫婦以外に家事を担当してくれる人がいれば男女
とも家事参加が減るという代替資源仮説である。３番目
は，夫婦の情緒関係が強いほど家事育児を夫婦が一緒に
行うことが増加し，夫の家事参加が高まるという情緒関連絡先著者：久保桂子
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係仮説である。
本稿も稲葉の整理した６項目の仮説を家事分担の要因

項目に設定して分析を試みるが，具体的に用いる変数に
ついては検討が必要である。特に性役割イデオロギー仮
説に用いる変数については，従来の多くの研究で用いら
れてきた「男は仕事，女は家事・育児」という性別役割
分業観ではなく，新たな変数を設定することを試みた。
最近の世論調査では，性別役割分業に「どちらかといえ
ば反対」「反対」と回答する割合が増加傾向にあるもの
の，合わせても５割強にとどまっている（内閣府，２００８）。
しかし，フルタイム共働き夫婦の育児分担を検討した拙
稿においては，「夫は仕事，妻は家事・育児」という性
別役割分業観に反対する妻は９割，夫も８割にのぼった。
共働きの夫婦の場合，反対の回答者割合が大きな値を示
す。そのため，拙稿では，性役割イデオロギーの項目に
は，比較的回答者割合の偏りが少ない「母親役割規範」
の変数を用いた（久保，２００７）。なお，松田（２００６）の
研究では，妻の収入割合，労働時間が夫の家事参加に有
意に影響し，性別役割分業意識は有意な関係は示してい
ないが，石井（２００４）の研究においては有意であり，性
役割イデオロギーの影響を分析する際の有効な変数の検
討が必要である。
さらに，性別役割分業観については，すでに１９８０年代

に，「夫は仕事，妻は家事・育児と仕事」，つまり，妻が
働くことには反対はしないが，家事は妻の役割とする
新・性別役割分業体制といわれる分担の状況も指摘され
ている。樋口（１９８５）は，「男は仕事」はほぼ固定した
まま，「女は家庭」のほうに一定の変更を加える。妻は
主婦の座を軸としながら社会参加をすすめるという新・
性別役割分業では，経済の主たる支え手である夫中心の
家庭であることは変わらないとした。田中（２０００）は，
女性が家事労働を優先して働く以上，彼女たちは二流の
労働者にすぎない。女性の職場進出が進めば性別格差が
消滅するというものではないと指摘している。
共働きの家事・育児分担を調査したHochschild, A.R.

（１９８９）は，女性が働くことを支持しながらも，自分が
家事をすることには抵抗する夫の意識を分析し，「夫の
抵抗（resistance）」という態度に注目した。本稿でもこ
の男性の態度を性役割イデオロギー仮説の変数として取
り上げることを試みた。
Hochschild, A.R. は１９７０年代後半～１９８８年にかけて５０

組の子どもを持つ共働き夫婦，その他４５人にインタ
ビューし，１２組の夫婦についての詳細な観察をし，その
うちの１０組についての事例を紹介している。Hochschild,
A.R. は，家事を分担したいと心から思っている男性が
いる一方で，しぶしぶ同意する男性もいれば，強い抵抗
を示す男性もいることの疑問を解き明かす。
事例では，家事に抵抗する夫のさまざまな性役割意識

が示される。まず，妻の仕事の継続は支持し協力してい
るふりをしながら，自分が家事をすることには，忘れる，
帰宅時間を遅らせるなどの形で消極的な拒否をし，抵抗
する夫である。このような夫は，妻はしっかり家庭の面
倒をみれば働くことは結構なことと思っている夫であり，
また，家事を分担し合うようになると妻が自分を支配す
るという懸念から抵抗する夫である。

次に，妻に自分の仕事への野心と一体になってくれる
ことを望む夫である。こうした夫は，自分が仕事上で成
功することが重要であり，自分が家事を分担するよりも，
むしろ妻に自分の世話を望む夫である。そのほか，妻の
方が家事・育児に関心を持ち，上手であるから，妻に任
せるという夫もいる。そして，自分（夫）は子どもの世
話をする妻を支える助言者，目撃者であろうとする。子
どもの病気の時は当然妻が家に留まることになっており，
また，子どもを寝かせる時間は母子の充実した時間だと
考えている夫である。以上のタイプの夫は明確な性別役
割分業観は持っていないが，それぞれ妻の家庭役割意識，
夫の仕事を支える妻役割意識，そして母親役割意識が，
家事分担に抵抗する意識の背景にあると思われる。
また，明確な性別役割分業観を持っているために抵抗

する夫もいる。まず，妻が働くことに反対の夫である。
妻に働かせたくないが働かないと食べていけない，妻が
働くことは自分の地位や収入が低すぎるからだと感じる
夫で，その上家事もしたら二重にプライドが傷つけられ
る。家事をすること自体がプライドを傷つけることと
思っている夫である。また，同様に，家事をやらないこ
とでプライドを保つ夫もいる。妻の方が夫よりも収入が
高い場合であり，それだけでもプライドが傷つくのに，
その上家事までやったらもっとプライドが傷ついてしま
うということが家事をやりたがらない理由である。
以上のHochschild, A.R. の分析を参考に，後述の調査

から内容的に近い項目を選択し，性役割意識の項目とし
て検討した。まず，「夫が食事の準備をする」ことに抵
抗を感じる，「夫が洗濯をする」ことに抵抗を感じると
いう２項目を用いて，抵抗する意識を直接検討する項目
に設定した。そして，性別役割分業観そのものである
「夫は仕事，妻は家事・育児と役割分担すべき」という
意識，次に，共働きの場合の母親役割意識として「子ど
もが病気になったときは早退すべきは妻」という意識，
家庭役割意識として「妻は働いていても家庭生活には差
し障りがないようにすべき」という意識，そして夫の仕
事を支える意識として「妻は自分のキャリアよりも夫の
キャリアを支援することが重要」という意識を検討項目
に取り上げた。
なお，Hochschild, A.R. が調査結果の中で明らかにし

た，妻の仕事を有益だと感じている夫は分担に積極的で
あることについても後述の調査の関連項目を用いて検討
する。
以上の問題意識から，まず，家事分担度を従属変数と

して，独立変数の性役割イデオロギー仮説の項目に用い
る変数を確定する。そして，稲葉の仮説の他の５項目の
独立変数を設定し，家事分担度を従属変数とする重回帰
分析を行う。なお，性役割意識と家事分担との関係につ
いての先行研究で，性別役割分業意識を従属変数とし，
家事遂行比率を独立変数の一つとして重回帰分析し，家
事遂行の度合いが高い夫ほど性別役割に否定的な意見を
表明するという研究もみられるが（嶋崎，２００６），本稿
は，家事分担度を従属変数とする分析モデルを設定した。
次に，重回帰分析に用いた性役割意識とそのほかの４項
目の役割意識との関連，ならびに労働や収入との関連を
検討する。
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３．データと変数

� データ
使用したデータは，２００５年１０月下旬～１２月下旬にかけ

て実施した「子どものいる女性労働者の就業・子育て・
交流の実態に関する調査」（１）のデータである。調査はUI
ゼンセン同盟男女平等局，JAM中央女性協議会，電機
連合労働調査部，日本サービス・流通労働組合連合男女
共同参画推進室，および日本食品関連産業労働組合総連
合会男女平等委員会に協力を依頼して実施した。調査票
の配布は，２０代から５０代までの子どものいる女性労働者
を対象に，本人記入票と夫記入票をセットで配布した。
調査票の配布は組合連合が行い，回収は郵送回収法を
とった。UIゼンセン同盟とJAMは返信先を組合連合担
当部とし，その他の組合連合は研究代表者宛とした。配
布票数３，９３０組，回答票数２，３５８組（回収率６０．０％）であ
る。本研究では，対象を夫婦とも正規雇用労働者，また
はフルタイムの派遣社員・契約社員に限定し，しかも家
族形態も夫婦と子の核家族に限定し，調査時点の末子年
齢が１８歳未満で，さらに重回帰分析に用いる変数が有効
回答である夫婦票とした。その結果，分析対象は８９５組
の夫婦票となった。

� 分析対象者の基本属性
対象者の平均年齢は，妻３５．７歳，夫３７．３歳である。子

ども数は，１人４５．９％，２人４７．４％，３人以上６．７％で，
平均１．６８人である。末子年齢（子ども１人の場合は長子）
は，０歳３．６９％，１～２歳３５．４％，３～５歳１８．６％，
６～１１歳２３．９％，１２歳以上６．６％で，平均４．４４歳である。
妻の最終学歴は，高卒４６．４％，短大・専門学校卒３２．７％，
大卒以上２０．９％で，夫の最終学歴は，中卒・高卒４０．６％，
短大・専門学校卒１５．６％，大卒以上４３．７％である。居住
地は，首都圏，近畿圏５３．６％，その他３５道県４６．４％である。
雇用形態は，妻は正規雇用者９９．４％，フルタイムの契

約・派遣社員０．６％，夫は正規雇用者９８．７％，フルタイ
ムの契約・派遣社員１．３％である。従業上の地位は，妻
は，課長０．７％，主任１３．８％，役職なし８５．５％で，夫は，
部長以上２．５％，課長１３．５％，主任４１．９％，役職なし
４２．１％である。通勤と勤務の合計時間は，妻は５３０分未
満５０．８％，５３０分以上４９．２％で，夫は６５０分未満５１．２％，
６５０分以上４８．８％である（２）。年収は，妻は３００万円未満
３３．２％，３００～４００万円３４．３％，４００万円～３２．５％で，夫
は４００万円未満１７．７，４００～６００万円未満４４．３％，６００万円

以上３８．０％である（３）。会社の従業員数は，妻の職場は
１，０００人未満２７．６％，１，０００～２，９９９人２１．３％，３，０００人以
上５１．１％，夫の職場はそれぞれ４３．１％，１６．９％，４０．０％
であり，妻の半数以上は従業員数３，０００人以上の会社に
勤務し，比較的安定した就業状況にあると考えられる。

� 重回帰分析に用いる従属変数
従属変数として用いる夫の家事分担度は，日常の家事

分担度を取り上げ，「食料品・日常品の買い物」「食事の
準備・調理」「食事の後片付け（食器洗い）」「洗濯・衣
類の整理」「部屋の掃除，整理・整頓」の５項目につい
て夫の分担を点数化した。夫票の回答の「主に私」に５
点，「私のほうが多い」に４点，「夫婦同じ位」に３点，
「妻の方が多い」に２点，「主に妻」に１点と得点を与
え，合計点を算出した（α係数は．７０３）（４）。なお，各項目
の回答者割合は表１のとおりである。

� 重回帰分析に用いる独立変数
１）性役割イデオロギー仮説の変数として，まず，夫

が家事をすることへの夫の抵抗感そのものを取り上げる。
抵抗感は，「夫が食事の準備をする」，「夫が洗濯をする」
ことに「抵抗を感じる」の２項目を用いた。それぞれの
項目について４件法で尋ね，「非常に抵抗を感じる」に
４点，「少し抵抗を感じる」に３点，「あまり抵抗を感じ
ない」に２点，「全く抵抗を感じない」に１点の得点を
与え，合計点を算出した（α＝．７４７）。
また，そのほかの性役割意識項目である「夫は仕事，

妻は家事・育児と役割分担すべき」という意識，「子ど
もが病気になったときは早退すべきは妻」という意識，
「妻は働いていても家庭生活には差し障りがないように
すべき」という意識，そして，「妻は自分のキャリアよ
りも夫のキャリアを支援することが重要」という意識は，
４件法で尋ね，「そう思う」４点，「ややそう思う」３点，
「あまりそう思わない」２点，「思わない」１点で得点
化した。
これらの５項目と夫の家事分担度との相関をみると

（表２），夫の家事への抵抗感との相関が最も強い。し
たがって，重回帰分析に投入する性役割意識として，予
定どおり，夫が家事をすることへの夫の抵抗感を用いる
ことにする。また，夫が家事をすることへの妻の抵抗感
も取り上げる。得点化は妻票の同じ項目を用いた。
２）ニーズ仮説については，子ども数と末子年齢（１

人の場合は長子）のどちらを投入するかについて属性と

表１ 日常の家事分担についての夫の回答

フルタイム共働き夫婦の家事分担と性役割意識

２７７



家事分担度との相関行列をみると（表３），末子年齢の
相関が強いので末子年齢をニーズ仮説の変数として取り
上げた。
３）育児援助資源仮説については，「親の手助けを得

るために親と同居または近居をした」の項目を取り上げ，
「同居または近居した，していた」を２点，「同居また
は近居しなかった」を１点とした。ただし。対象者を核
家族の夫婦に限定しているので，実際には同居はなく，
近居である。
４）相対資源仮説の検討のためには，妻の年収を用い

た。松田（２００６）は収入割合を用いているが，本稿の場
合，妻と夫の収入の相関が高く（ｒ＝．３８０），さらに妻
が高い場合もあるため，割合ではなく，妻の年収とした。
なお，津谷（２００４）の調査でも，フルタイムで妻が高収
入の場合，夫の家事時間が長いというと関連が認められ
ている。収入の金額は回答者の選択した１００万円刻みの
カテゴリデータの中間値を代表させた（５）。
５）時間的制約仮説として，妻と夫の１日の勤務と通

勤の合計時間を変数に用いた。勤務時間と家事との関連
についてはすでにさまざまな分析が試みられている。た
とえば，津谷（２００４）は，妻が３５時間以上の勤務の場合
に夫の家事時間を増やす傾向があることを明らかにして
いる。また，松田（２００２）の分析では夫婦とも労働時間
が長くなるほど家事時間が短くなること，配偶者の労働
時間が長くなると自分の家事時間が増加することが認め
られている。本稿でも，夫本人の時間の影響の強さとと
もに妻の時間の影響も検討する。

６）情緒関係仮説との関連では，「両立のために夫婦
で協力する体制をとる」の項目を利用し，「とった，とっ
ていた」を２点，「とらなかった」を１点とした。

� その他の変数
妻の仕事についての夫の理解についての項目は，夫の

理解と多少ずれるが，妻票の「家族は，私の仕事への情
熱・要求を理解している」の項目を用いた。４件法で尋
ね，「当てはまる」４点，「やや当てはまる」３点，「あ
まり当てはまらない」２点「当てはまらない」１点と得
点化した。

４．結 果

� 重回帰分析に用いる変数間の相関行列および記述統
計量
重回帰分析に用いる変数の平均値，標準偏差，および

変数間の相関係数を示すと，表４のとおりである。妻の
収入と末子年齢および妻の通勤・労働時間にやや強い相
関が認められるが，重回帰分析投入後にVIF値を確認し
多重共線性の問題が生じていないことが確認できたの
で（６），独立変数として用いることにした。親と同居・近
居以外はすべての変数が家事分担度と有意な相関が認め
られる。

� 夫の家事分担度についての重回帰分析の結果
重回帰分析の結果は，表５のとおりである。多重共線

表２ 夫の家事分担度と性役割意識項目の相関行列および記述統計量

表３ 夫の家事分担度と属性の相関行列および記述統計量（Ｎ＝８９５）
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性の問題は生じていないが，妻の年収，末子年齢と妻の
通勤・勤務時間と相関が強いので，妻の年収を入れたモ
デルと除いたモデルを設定した。モデル３の重回帰分析
において有意な影響が認められた項目は，末子年齢，妻
の年収，夫の通勤・勤務の合計時間，両立のために夫婦
の協力体制をとったか否か，夫が家事をすることへの夫
の抵抗感，さらに夫が家事をすることへの妻の抵抗感で
ある。妻の通勤・勤務の合計時間はモデル３では有意な
影響が見られない。親の手助けを得るための近居の項目
については，どのモデルでも有意な影響は認められな
かった。また，最も強い影響が認められた項目は，夫が
家事をすることへの夫の抵抗感である。この結果はモデ
ル１とモデル３の決定係数（調整済R２）の変化でも明ら
かであり，モデル１に抵抗感を投入することによりモデ
ル３の値は大幅に増加している。

� 家事への抵抗感と他の性役割意識との分散分析
性役割意識の４項目「夫は仕事，妻は家事・育児と役

割分担すべき」，「子どもが病気になったときは早退すべ
きは妻」，「妻は働いていても家庭生活には差し障りがな
いようにすべき」，そして「妻は自分のキャリアよりも

夫のキャリアを支援することが重要」という意識を，「そ
う思う」グループと「そう思わない」グループに２分類
し，それぞれのグループの抵抗感の得点との分散分析を
行うと，表６のとおりである。全ての項目で有意な差が
出ている。性役割意識について「そう思わない」グルー
プのほうが家事への夫の抵抗感が低い。また，そのなか
でも「そう思う」グループと「そう思わない」グループ
の差が最も大きい項目は，「子どもが病気になったとき
は早退すべきは妻」で，次が「妻は自分のキャリアより
も夫のキャリアを支援することが重要」の項目である。
また，家事への夫の抵抗感と妻の仕事への理解の分散

分析についても有意な差が見られる。「家族は私の仕事
への情熱・要求を理解している」について，「理解して
いる」グループでは夫の抵抗感は低く有意な差が出てい
る（表６）。

� 夫の家事への抵抗感の高群と低群の比較―夫婦の年
収，および夫婦の通勤・勤務の合計時間との関係―
夫の家事への抵抗感の高群と低群のグループ間の比較

を行うことにより，抵抗感と関連する項目を明らかにす
る。家事分担度との相関で有意差が認められた妻の年収

表４ 重回帰分析に用いる変数間の相関行列および記述統計量（Ｎ＝８９５）

表５ 夫の家事分担度についての重回帰分析の結果（標準偏回帰係数（β））
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と，夫婦の通勤・勤務の合計時間を取り上げる。また末
子年齢も家事分担度とは有意な関係が認められたが，末
子年齢は夫の年齢とも強い関連が認められたので，夫の
年齢を取り上げる。先の表４においては年収と通勤・勤
務の合計時間のいずれも抵抗感との有意な相関が見られ
ないが，年齢を組み合わせることでより詳細に関係を検
討する。夫の年齢を３４歳以下と４０歳以上の２グループに
分け，さらに，夫の家事への抵抗感を抵抗感高群（５点
以上）と，抵抗感低群（２，３点）に分け２グループの
比較を行った。結果は表７のとおりであり，グループ間
比較に用いた票数は３５０票である。夫の年齢と妻の年
収・夫の年収，夫の抵抗感の関係に有意な交互作用効果
がみられる。妻の収入について，３４歳以下の年齢層では
夫の抵抗感の高群と低群に大きな差はみられないが，４０
歳以上の年齢層では抵抗感低群の方が高群よりも妻の年
収が高い。また，夫の収入も同様の結果となっている。

交互作用効果を図示すると図１，２のとおりである。妻
と夫の通勤・勤務の合計時間について抵抗感高群と低群
ではどちらの年齢層でも有意な差はみられず，有意な交
互作用効果はみられなかった。

５．結論と考察

以上の分析結果から，まず，夫婦の家事分担に影響す
る要因についての仮説を検証する。ニーズ仮説について
は，末子年齢が低いほど分担度が高く，仮説が検証され
た。しかし，末子年齢は夫婦の年齢とも強く関連してい
るので，年齢の影響も考えられ，さらに詳細な検討が必
要である。
相対的資源仮説については，妻の年収が高いほど家事

分担度が高く，仮説が検証された。
時間的制約仮説では，夫の通勤・勤務の合計時間が短

表６ 分散分析表（一元配置，従属変数：夫の家事への抵抗感（各グループの得点））

表７ 分散分析表（二元配置）夫の家事への抵抗感高群―低群，年齢高群―低群のグループ間の比較
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いほど家事分担度が高く仮説が検証された。なお妻の時
間はモデル３において有意な影響が見られなかった。し
たがって，夫の家事分担は妻の労働時間の影響よりも，
夫自身の時間の影響が大きいことが明らかとなった。
情緒関係仮説についても，両立のために夫婦の協力体

制をとったものほど家事分担度が高く，仮説が検証され
た。なお，この変数については，情緒関係とともに実際
の行動含まれており，さらにふさわしい変数の検討が必
要である。
性役割イデオロギー仮説については，夫が家事をする

ことへの夫の抵抗感，さらに夫が家事をすることへの妻
の抵抗感という変数を用いた結果，有意な影響が認めら
れ仮説が検証された。
夫の抵抗感とそのほかの性役割意識との関係では，性

役割意識の強いグループほど抵抗感も強いことが認めら
れた。さらに「子どもが病気になったときは早退すべき
は妻」の項目が最も強い関連を示している。また，家事
への夫の抵抗感と，家族が妻の仕事への情熱・要求を理
解していることとの関連が認められた。
そして，夫の抵抗感と夫の年齢，夫婦の収入との交互

作用で有意な関係が認められ，４０歳以上の年齢層で抵抗
感の高低と年収との有意な関係が認められた。
以上の結果を総括すると，まず，フルタイムの共働き

夫婦の場合，妻の収入，夫の通勤・勤務の合計時間が夫
の家事分担度に影響する重要な要因として示された。ま
た，本稿では性役割イデオロギーとして「夫の家事への
抵抗感」という意識の使用を試み，顕著な傾向を明らか
にすることができた。妻が働いていても，自分が家事を
行うことについては抵抗を感じるとことが家事分担の促
進を妨げているといえる。さらにこの抵抗感は，女性へ
の母親役割，妻役割を期待する意識と強く関係しており，
家事分担を促進するためにはこれらの意識の克服が課題
である。また，妻の年収や妻の仕事への情熱や要求の理
解は抵抗感と関連しており，これらの結果は，女性自身
が働くことや収入を得ることに積極的になることが夫の
家事への抵抗感を弱めることにもつながることを示して
いる。男女共同参画社会を実現するためには，男性の家
事への抵抗感を弱めることが重要であり，そのためにも
女性の経済的・職業的地位の向上が重要である。なお，

Hochschild, A.R. の分析に示された「家事をしないこと
が男性のプライドを保つ」という点については，使用し
た調査票の制約から検討できなかった。今後の検討課題
としたい。

【注】

� この調査は，科学研究費補助金（課題番号１７５１０２１８，
研究代表者：高橋桂子，研究分担者：久保桂子，倉元
綾子，草野篤子）を受けて行ったものである。調査票
作成に当たってはSchneider, B. and Waite, L.（２００５）
の調査内容を参考にした。

� 勤務時間は，食事・休憩時間は含めないが，残業時
間を含めた実労働時間である。２００６年１０月の第１週の
実績とした。通勤時間は，回答者の選択した片道１５分
刻みのカテゴリデータの中間値を２倍し往復の通勤時
間とした。

� 年収は調査前年の年間収入実績である。低収入の割
合が比較的多いのは，前年に育児休業を取得，または
育児時間を取得した者も含まれることが影響している。

� クロンバックのα係数は望ましいとされる０．７以上
であり，内部一貫性があるとみなすことができる。

� ２００万円未満の中間値については，１３０～２００万円未
満は１６５万円，１０３～１３０万円未満は１１７万円，１０３万円
以下は直前の数値間隔を用いて９０万円とした。

� 多重共線性は相対的な値で判断されるが，内田
（２００３）は，VIFの値が５以上ならば要注意としてい
る。本稿の場合，VIF値が最も高い説明変数はモデル
３の妻の収入で１．３８，その他は全て１．３未満である。
さらに，「偏回帰係数の符号が単相関係数の符号と合
わない」という多重共線性の弊害は起きていないので，
多重共線性の問題は生じていないと判断した。
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